



















































































  とはいえ,本論文には次のような限界がある。 
  第一に,本論文の「本研究の残された課題」でも指摘しているように,分析のた
めに用いられた文献資料や証言はほとんどが日本側のものであり,中国側の文献
資料と証言が手薄い点である。とくに1980年代と90年代のトヨタと中国自動車
メーカーの合弁プロジェクトが失敗に終わった理由に関する中国側の当事者の証
言が必要である。中国側の証言が得られると,本論文で発掘された日本側の証言
をさらに明確に裏付けるものとなるであろう。 
  第二に,製品戦略の遅滞が生じた企業内部の組織上の問題が提示されており,説
得的ではあるが,あくまで状況証拠である。企業内部の組織上の問題が製品戦略
の遅滞につながったと推論しているが,直接的な証拠が不足している。企業内部
の経営者へのヒヤリング調査をさらに積み重ねてそうした証拠を収集すると本研
究の価値はさらに高まると思われる。 
  第三に,第二章から第五章に至る章の論理的関連性とその構成にまとまりが欠
けている。すなわち,トヨタの中国における事業の歴史をオーラルヒストリー分
析によって明らかにした第二章と,トヨタの中国事業における製品戦略の弱さと
その原因としての企業内部の組織問題を扱った第三章から第五章の三つの章との
  
論理的関連性において明確でない所がある。この2008年に至るトヨタの中国事業
史に関する分析と2008年以降の中国事業に関する分析を明確につなぐ論理をもっ
と明確に提示すべきであると思われる。 
しかしながらこれらの諸点は,学位申請者自身のみならず,学界全体が今後解明
していくことが期待されるものであり,本論文の学術的価値や貢献を損なうもの
ではない。 
よって,本論文は博士（経済学）の学位論文として価値あるものと認める。ま
た,令和2年2月3日,論文内容とそれに関連した事項について試問を行った結果,合
格と認めた。 
 
